（様式第１－３号）

事業計画書
	導入予定事業所
所在地
	

	投
資
金
額
	ドローン導入事業
	名　　　称
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	用　　途

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計①（消費税等除く）
	
	

	
	ドローン操縦者育成事業
	項　　目
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計②（消費税等除く）
	
	

	
	ドローン民間施設点検事業
	項　　目
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計③（消費税等除く）
	
	

	
	補助対象
経費計
(①＋②＋③)
	円（消費税等除く）


注　機種カタログ等を添付して下さい。
注　ドローン導入事業の計①（消費税等除く）の金額は、９０万円以上であることが必要です。
上記投資金額の資金調達内訳
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
		
	補　助　金
交付申請額
	（Ｃ）
	
	借　入　金
		
	そ　の　他
		
	合　計　額
	（Ａ）
	

	※消費税等除く
	＜補助金を受けるまでの資金＞
区　分
事業に要する経費(円)
資金の調達先
自己資金
借　入　金
そ　の　他
合　計　額
（Ｃ） 



事務担当者の役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　連　絡　先　　　　　　　　　　　
事業計画の具体的内容
	その１：補助事業の具体的取組内容
・本事業の目的・手段について、今までの自社での取組みの経緯・内容をはじめ、今回の補助事業で機械装置等を取得しなければならない必要性を示してください。事業期間内に投資するドローン等の型番、取得時期や技術の導入時期についての詳細なスケジュールの記載が必要となります。
・本事業を行う方法や仕組み、実施体制、人材育成の方針、安全確保に関する対応（安全教育の実施、保険加入の有無など）など、具体的に説明してください。


	その２：将来の展望（事業化に向けて想定している市場及び期待される効果）
・本事業の成果が寄与すると想定している具体的なユーザー、マーケット及び市場規模等について、その成果の価格的・性能的な優位性・収益性や現在の市場規模も踏まえて記載してください。
・本事業の成果の事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・サービス等の価格等について簡潔に記載してください。
・必要に応じて図表や写真等を用い、具体的かつ詳細に記載してください。


	その３：事業スケジュール
（１）事業実施予定期間
　　　交付決定日以降　～　　　年　　月　　日
（２）事業の実施時期等（交付の決定以後、補助事業完了までの計画を記載してください。）

　　　　　　　　　　月

実施項目　　　

１０月
１１月
１２月
１月
２月
　　　※　ドローン導入時期、操縦者育成実施時期、民間施設点検実施時期が分かるように記載してください。
　　　※　計画時期を　　　　　　で示してください。

　（３）令和５年度以降の計画について（ドローン操縦者育成事業又はドローン民間施設点検事業を、令和５年４月１日以降に実施する場合に記載してください。）
　　　・ドローン操縦者育成事業実施時期　　　　年　　月　～　　年　　月
　　　・ドローン民間施設点検事業実施時期　　　年　　月　～　　年　　月


	その４：事業計画の数値目標（労働生産性）【事業計画（表）】　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
基準年度※
[ 年 月期]
１年後
 [ 年 月期]
２年後
[ 年 月期]
３年後
[ 年 月期]
４年後
[ 年 月期]
５年後
[ 年 月期]
① 売上高
② 営業利益
③ 経常利益
④ 人件費
⑤ 減価償却費
付加価値額(②+④+⑤)
伸び率（％）
⑥設備投資額
⑦給与支給総額
伸び率（％）
従事人数
１人当たり年間就業時間
①　事業計画（表）における「付加価値額」や「給与支給総額」等について、数字の算出根拠（実現の道筋）を明記してください。
②　事業計画（表）で示した数値は、補助事業終了後に、事業化状況等報告において伸び率の達成状況の確認を行います。
※基準年度には、申請締切日から６ヶ月前の日以降の決算の実績値又は見込み値を入力してください。
※見込みの数字を入れた場合は、交付申請時等、実績値が判明次第、実績の数字に置き換えて、付加価値額や給与支給総額等の伸び率の達成状況を確認します。


注 本様式は、ドローンロボット技術サービス産業創出補助金交付申請書に添付してください。
